
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2019年２月６日

【四半期会計期間】 第171期第３四半期（自　2018年10月１日　至　2018年12月31日）

【会社名】 株式会社フジクラ

【英訳名】 Fujikura Ltd.

【代表者の役職氏名】 取締役社長　　伊藤　雅彦

【本店の所在の場所】 東京都江東区木場一丁目５番１号

【電話番号】 03(5606)1112

【事務連絡者氏名】 コーポレート企画室長　　芹澤　孝治

【最寄りの連絡場所】 東京都江東区木場一丁目５番１号

【電話番号】 03(5606)1112

【事務連絡者氏名】 コーポレート企画室長　　芹澤　孝治

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

　（注）第171期第１四半期会計期間より、日付の表示を和暦から西暦に変更しております。

 

EDINET提出書類

株式会社フジクラ(E01334)

四半期報告書

 1/21



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第170期

第３四半期連結
累計期間

第171期
第３四半期連結

累計期間
第170期

会計期間

自2017年
４月１日
至2017年
12月31日

自2018年
４月１日
至2018年
12月31日

自2017年
４月１日
至2018年
３月31日

売上高 （百万円） 564,893 553,414 740,052

経常利益 （百万円） 29,853 18,262 34,122

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 19,230 4,150 18,359

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 33,783 2,200 23,334

純資産額 （百万円） 253,553 239,813 241,961

総資産額 （百万円） 662,668 660,772 638,055

１株当たり四半期（当期）純利

益
（円） 67.41 14.55 64.36

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 34.6 32.8 34.4

 

回次
第170期

第３四半期連結
会計期間

第171期
第３四半期連結

会計期間

会計期間

自2017年
10月１日
至2017年
12月31日

自2018年
10月１日
至2018年
12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 23.05 12.96

 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は前第２四半期連結会計期間より、取締役等に対し、信託を用いた株式報酬制度「株式交付信託」を導入

しております。「１株当たり四半期（当期）純利益」の算定上の基礎となる期中平均株式数には、その計算に

おいて控除する自己株式に当該信託口が保有する当社株式を含めております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更は以下のとおりです。

　なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　

１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報）」に記載のとおりです。

 

　（１）事業の内容の重要な変更

重要な変更はありません。

 

　（２）主要な関係会社の異動

エネルギー・情報通信カンパニーにおいて、第１四半期連結会計期間より、重要性が増したことにより、オ

プトエナジー株式会社が連結子会社となりました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間及び本四半期報告書提出日（2019年２月６日）現在において、前事業年度の有価証券報

告書に記載した「事業等のリスク」につき、以下の追加すべき事項が生じております。

なお、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項は、「第２　事業の状況」の他の項目、「第４　経

理の状況」の注記事項等においても記載しておりますので、併せてご参照ください。

また、文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日（2019年２月６日）現在において当社グループが判断

したものであります。

 

　当社グループの製品の一部において、品質管理に関わる不適切な事案（以下「本事案」とさせていただきます。）

が存在することが判明いたしました。この事態を受け、当社は本事案の事実確認及び原因の究明を外部の弁護士に依

頼し、現在、関係者の聴取等の調査が進められております。

　調査の結果、明らかになった事実関係を踏まえ、並行して実施している社内の調査と併せて、徹底した再発防止策

を策定し、是正措置を実施する予定です。

 

　本事案は、当社グループの製品の一部において、お客様に提出した試験・検査書類に実測値と異なる数値の記載を

した事例や、お客様との間で取り決めた品質検査を行わなかった事例、お客様の承認を得ていない製造方法の一部変

更を行った事例等の不適切事案並びに、不適切事案の中に、JISマークを表記した製品について、JIS認証維持審査に

おける品質管理体制の変更の手続上の不備が計４件あることが確認されたことや汎用的に使用される製品についての

不適切な事例が存在することが判明いたしました。

　現在、外部の弁護士による関係者の聴取等の調査が進められておりますが、その調査結果などにより、新たに不適

切事案が判明する可能性があります。

 

　本事案につきまして、順次お客様に対しましてご説明、ご相談をしており、本事案の対象として判明している製品

につきましては、必要なデータや関連情報をお客様に提供した上でそのままお使いいただく等の対応をしております

が、今後お客様からの要請があれば製品の回収・交換や修理等の処置も実施してまいります。

 

　本事案により、当社の連結子会社である西日本電線株式会社において、「JISマーク等の一時使用停止等請求書」

を受領、JISマーク等の使用停止の措置を受けておりますが、当社グループ内での代替品の出荷で対応する等の措置

を講じております。

　また、当社エネルギー・情報通信カンパニー、並びに当社の連結子会社である株式会社フジクラコンポーネンツ及

び西日本電線株式会社に対して、ISO9001認証の一時停止の通知を受けております。

 

　今後の進捗次第では、本事案に関わる信用低下による受注等の販売活動への影響や、お客様等への補償費用を始め

とする損失等の発生により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日（2019年２月６日)現在において当社グループが判断したもの

であります。

 

（１）業績の状況

　当社グループの当第３四半期連結累計期間の売上高は5,534億円（前年同四半期比2.0％減）、営業利益は241億円

（同19.0％減）、経常利益は182億円（同38.8％減）となりました。

　特別損失として、当社の在ブラジル連邦共和国の非連結子会社ProCable Energia e Telecomunicações S.A.及び

Fujikura Cabos Para Energia e Telecomunicações Ltda.の業績不振から、ブラジル電力向け事業の再編を行うこと

といたしました。これに伴う当第３四半期連結累計期間におけるブラジル電力向け事業関連の損失として80億円計上

しております。また、当社グループの製品の一部において品質管理に関わる不適切な事例につきまして、損失影響額

が一部明らかとなったことに伴い、当第３四半期連結会計期間において品質不適合品関連損失として17億円計上して

おります。

　以上により、親会社株主に帰属する四半期純利益は41億円（同78.4％減）となりました。

 

　セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

　なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同四半期比較について

は、前年同四半期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。

 

［エネルギー・情報通信カンパニー］

　銅価格の上昇による増収はあったものの、前連結会計年度の国内電線販売会社の再編による減収があったこと及び

国内外マーケットの競争激化やバングラデシュ送電線工事のコスト増などによる減益により、売上高は前年同四半期

比3.6％減の2,703億円、営業利益は同33.4％減の119億円となりました。

［エレクトロニクスカンパニー］

　ＦＰＣ（フレキシブルプリント配線板）を中心に製造の高難度化が進む中、歩留り改善や自動化などのコスト削減

に取り組み、売上高は前年同四半期比1.4％減の1,540億円、営業利益は同0.8％増の108億円となりました。

［自動車電装カンパニー］

　東欧製造拠点における離職率増加に伴う費用は減少したものの、国内及び中国市場における顧客の自動車販売台数

が減速している影響を受け、売上高は前年同四半期比1.0％増の1,167億円、営業損失は23億円（前年同四半期は営業

損失26億円）となりました。

［不動産カンパニー］

　当社旧深川工場跡地再開発事業である「深川ギャザリア」においてテナントの入れ替えの影響を受けたこと等によ

り、売上高は前年同四半期比1.6％減の81億円、営業利益は同10.0％減の37億円となりました。

 

（２）財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比較し、227億円増加の6,607億円となりました。こ

れは主に、エレクトロニクスカンパニーにおける季節的要因によって流動資産が増加したことや、エレクトロニクス

カンパニー及び情報通信事業部門の設備投資により固定資産が増加したことによるものです。

　負債の部は、前連結会計年度末と比較し、248億円増加の4,209億円となりました。これは主に、運転資金や設備投

資により有利子負債が増加したことによるものです。

　純資産の部は、前連結会計年度末と比較し、21億円減少の2,398億円となりました。これは主に、その他有価証券

評価差額金の減少によるものです。

 

（３）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。
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（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間及び当四半期報告書提出日（2019年２月６日）現在において、前連結会計年度の有価証

券報告書に記載した「事業上及び財務上の対処すべき課題」につき、以下の追加すべき事項が生じております。

 

　当社グループの製品の一部において、品質管理に関わる不適切な事案（以下「本事案」とさせていただきます。）

が存在することが判明いたしました。この事態を受け、当社は本事案の事実確認及び原因の究明を外部の弁護士に依

頼し、現在、関係者の聴取等の調査が進められております。

　調査の結果、明らかになった事実関係を踏まえ、並行して実施している社内の調査と併せて、徹底した再発防止策

を策定し、是正措置を実施する予定です。

 

　本事案は、当社グループの製品の一部において、お客様に提出した試験・検査書類に実測値と異なる数値の記載を

した事例や、お客様との間で取り決めた品質検査を行わなかった事例、お客様の承認を得ていない製造方法の一部変

更を行った事例等の不適切事案並びに、不適切事案の中に、JISマークを表記した製品について、JIS認証維持審査に

おける品質管理体制の変更の手続上の不備が計４件あることが確認されたことや汎用的に使用される製品についての

不適切な事例が存在することが判明いたしました。

　現在、外部の弁護士による関係者の聴取等の調査が進められておりますが、その調査結果などにより、新たに不適

切事案が判明する可能性があります。

 

　本事案につきまして、順次お客様に対しましてご説明、ご相談をしており、本事案の対象として判明している製品

につきましては、必要なデータや関連情報をお客様に提供した上でそのままお使いいただく等の対応をしております

が、今後お客様からの要請があれば製品の回収・交換や修理等の処置も実施してまいります。

 

　今後の進捗次第では、本事案に係るお客様等への補償費用を始めとする損失が新たに発生し、当社の連結業績に影

響を及ぼす可能性があります。なお、本事案の損失影響額が一部明らかとなったことに伴い、当第３四半期連結会計

期間において品質不適合品関連損失として17億円計上しております。今後、損失影響額を見積もることができる事象

が発生した場合は、その見込額を追加で計上する可能性があります。

 

（５）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動の金額は131億円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

                  普通株式 1,190,000,000

計 1,190,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2018年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2019年２月６日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 295,863,421 295,863,421
東京証券取引所

市場第一部

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は100

株であります。

計 295,863,421 295,863,421 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

2018年10月１日～

2018年12月31日
－ 295,863 － 53,075 － 13,268
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（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2018年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

2018年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   9,452,000 －

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 286,262,600 2,862,626 同上

単元未満株式 普通株式     148,821 － －

発行済株式総数 295,863,421 － －

総株主の議決権 － 2,862,626 －

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式3,000株（議決権数30個）が含まれ

ております。

　　　　２．取締役等への株式報酬制度のために設定した株式交付信託に係る信託口が所有する株式992,700株は、「完

全議決権株式（自己株式等）」には含まれておりません。

 

②【自己株式等】

2018年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　株式会社フジクラ
東京都江東区木場一丁目

５番１号
9,452,000 － 9,452,000 3.19

計 － 9,452,000 － 9,452,000 3.19

　（注）取締役等への株式報酬制度のために設定した株式交付信託に係る信託口が所有する株式992,700株は、上記自己

保有株式数に含まれておりません。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社フジクラ(E01334)

四半期報告書

 8/21



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2018年10月１日から2018

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 34,285 43,555

受取手形及び売掛金 ※１ 151,237 ※１ 157,656

たな卸資産 113,875 122,345

その他 25,476 24,227

貸倒引当金 △697 △471

流動資産合計 324,178 347,313

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 92,019 90,153

機械装置及び運搬具（純額） 76,197 86,243

その他（純額） 43,071 50,484

有形固定資産合計 211,288 226,881

無形固定資産   

のれん 4,236 2,981

その他 9,857 8,908

無形固定資産合計 14,094 11,889

投資その他の資産   

投資有価証券 38,435 31,839

その他 52,241 43,266

貸倒引当金 △2,145 △417

投資損失引当金 △37 －

投資その他の資産合計 88,493 74,688

固定資産合計 313,876 313,459

資産合計 638,055 660,772

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※１ 77,166 ※１ 73,268

短期借入金 76,778 139,831

1年内償還予定の社債 20,000 －

未払法人税等 2,612 1,946

債務保証損失引当金 1,593 1,719

品質不適合品関連損失引当金 － 1,640

その他の引当金 35 204

その他 54,982 44,881

流動負債合計 233,168 263,492

固定負債   

社債 20,000 20,000

長期借入金 120,591 115,562

退職給付に係る負債 8,479 8,694

その他の引当金 200 231

その他 13,654 12,978

固定負債合計 162,925 157,467

負債合計 396,094 420,959
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2018年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 53,075 53,075

資本剰余金 29,989 29,990

利益剰余金 133,775 133,952

自己株式 △6,388 △6,327

株主資本合計 210,452 210,691

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 8,380 4,248

繰延ヘッジ損益 170 △148

為替換算調整勘定 5,519 6,347

退職給付に係る調整累計額 △5,213 △4,579

その他の包括利益累計額合計 8,856 5,868

非支配株主持分 22,651 23,252

純資産合計 241,961 239,813

負債純資産合計 638,055 660,772
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2017年４月１日
　至　2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

売上高 564,893 553,414

売上原価 459,719 456,048

売上総利益 105,174 97,366

販売費及び一般管理費 75,370 73,214

営業利益 29,803 24,152

営業外収益   

受取利息 187 314

受取配当金 1,581 917

為替差益 726 －

持分法による投資利益 1,243 1,011

その他 947 911

営業外収益合計 4,686 3,155

営業外費用   

支払利息 2,225 2,899

為替差損 － 2,987

その他 2,410 3,157

営業外費用合計 4,636 9,045

経常利益 29,853 18,262

特別利益   

投資有価証券売却益 762 3,289

事業譲渡益 － 2,415

その他 8 8

特別利益合計 770 5,712

特別損失   

関係会社出資金評価損 － 8,003

品質不適合品関連損失 － 1,711

事業構造改善費用 1,915 ※ 1,643

その他 25 1,745

特別損失合計 1,941 13,103

税金等調整前四半期純利益 28,681 10,871

法人税等 6,978 5,252

四半期純利益 21,703 5,619

非支配株主に帰属する四半期純利益 2,473 1,469

親会社株主に帰属する四半期純利益 19,230 4,150
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2017年４月１日
　至　2017年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

四半期純利益 21,703 5,619

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 3,489 △4,030

繰延ヘッジ損益 △70 △341

為替換算調整勘定 7,831 493

退職給付に係る調整額 753 645

持分法適用会社に対する持分相当額 76 △185

その他の包括利益合計 12,079 △3,419

四半期包括利益 33,783 2,200

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 30,763 1,162

非支配株主に係る四半期包括利益 3,020 1,038
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

（１）第１四半期連結会計期間より、重要性が増したことにより、オプトエナジー株式会社が連結子会社となりま

した。

（２）第２四半期連結会計期間より、Fujikura Richard Manufacturing, Inc.は、AFL Enterprise Services,

Inc.へ社名変更しております。

（３）変更後の連結子会社の数

100社

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　一部の連結子会社は、税金費用について、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に

対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算して

おります。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

 

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の

区分に表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でし

たが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。当四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、

次のとおりであります。
 

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2018年12月31日）

受取手形 1,420百万円 802百万円

支払手形 694 809

 

EDINET提出書類

株式会社フジクラ(E01334)

四半期報告書

14/21



 

２　保証債務

（１）債務保証等

前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2018年12月31日）

関係会社  関係会社  

Fujikura Cabos Para Energia e

Telecomunicações Ltda.

（銀行借入金）

2,519百万円

Fujikura Cabos Para Energia e

Telecomunicações Ltda.

（銀行借入金）

2,095百万円

ProCable Energia e

Telecomunicações S.A.

（銀行借入金）

2,390
PT. FUJIKURA INDONESIA

（銀行借入金）
310

PT. FUJIKURA INDONESIA

（銀行借入金）
253

㈱ユニマック

（銀行借入金）
150

㈱ユニマック

（銀行借入金）
250 他２社（為替予約等） 41

他２社（銀行借入金等） 25   

小計 5,438 小計 2,596

関係会社以外  関係会社以外  

従業員（財形融資）（銀行借入金） 184 従業員（財形融資）（銀行借入金） 158

小計 184 小計 158

合計 5,622 合計 2,755

 

（２）偶発債務

　当社グループの製品の一部において、品質管理に関わる不適切な事案（以下「本事案」とさせていただきます。）

が存在することが判明いたしました。

 

　本事案においては、当社グループの製品の一部において、お客様に提出した試験・検査書類に実測値と異なる数値

の記載をした事例や、お客様との間で取り決めた品質検査を行わなかった事例、お客様の承認を得ていない製造方法

の一部変更を行った事例等の不適切事案並びに、不適切事案の中に、JISマークを表記した製品について、JIS認証維

持審査における品質管理体制の変更の手続上の不備が計４件あることが確認されたことや汎用的に使用される製品に

ついての不適切な事例が存在することが判明しております。

　この事態を受け、当社は本事案の事実確認及び原因の究明を外部の弁護士に依頼し、現在、関係者の聴取等の調査

が進められておりますが、その調査結果などにより、新たに不適切事案が判明する可能性があります。

 

　本事案につきまして、順次お客様に対しましてご説明、ご相談をしており、本事案の対象として判明している製品

につきましては、必要なデータや関連情報をお客様に提供した上でそのままお使いいただく等の対応をしております

が、今後お客様からの要請があれば製品の回収・交換や修理等の処置も実施してまいります。

 

　今後の進捗次第では、本事案に係るお客様等への補償費用を始めとする損失が新たに発生し、当社の連結業績に影

響を及ぼす可能性があります。なお、本事案の損失影響額が一部明らかとなったことに伴い、当第３四半期連結会計

期間において品質不適合品関連損失として17億円計上しております。今後、損失影響額を見積もることができる事象

が発生した場合は、その見込額を追加で計上する可能性があります。
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（四半期連結損益計算書関係）

※　事業構造改善費用

　事業構造改善費用の内訳は以下のとおりであります。

当社及び一部子会社における拠点整理に伴う特別退職金等 1,552百万円

子会社の拠点整理に伴う資産整理 90

計 1,643

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年12月31日）

減価償却費 20,375百万円 23,356百万円

のれんの償却額 2,118 1,469

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自2017年４月１日　至2017年12月31日）

　　配当金支払額

 
 

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月29日

定時株主総会
普通株式 1,426 5.0 2017年３月31日 2017年６月30日 利益剰余金

2017年10月27日

取締役会
普通株式 2,004 7.0 2017年９月30日 2017年12月４日 利益剰余金

（注）2017年10月27日開催の取締役会決議の配当金の総額には、取締役等への株式報酬制度のために設定した株

式交付信託にかかる信託口に対する配当金７百万円が含まれております。

 

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自2018年４月１日　至2018年12月31日）

　　配当金支払額

 
 

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月28日

定時株主総会
普通株式 2,004 7.0 2018年３月31日 2018年６月29日 利益剰余金

2018年10月31日

取締役会
普通株式 2,004 7.0 2018年９月30日 2018年12月４日 利益剰余金

（注）2018年10月31日開催の取締役会決議の配当金の総額には、取締役等への株式報酬制度のために設定した株

式交付信託にかかる信託口に対する配当金６百万円が含まれております。
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（セグメント情報）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自2017年４月１日　至2017年12月31日）

　　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント

その他

（注）
合計 調整額

四半期連結

損益計算書

計上額 

エネル

ギー・情報

通信カンパ

ニー

エレクトロ

ニクスカン

パニー

自動車電装

カンパニー

不動産

カンパニー

売上高         

外部顧客への売上高 280,323 156,206 115,650 8,270 4,442 564,893 － 564,893

セグメント間の内部

売上高又は振替高
348 202 35 － 6 591 △591 －

計 280,672 156,408 115,686 8,270 4,449 565,485 △591 564,893

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
17,944 10,804 △2,654 4,168 △459 29,803 － 29,803

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに該当しない、事業化を検討している新規事業等を含んでおります。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自2018年４月１日　至2018年12月31日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント

その他

（注）
合計 調整額

四半期連結

損益計算書

計上額 

エネル

ギー・情報

通信カンパ

ニー

エレクトロ

ニクスカン

パニー

自動車電装

カンパニー

不動産

カンパニー

売上高         

外部顧客への売上高 270,339 154,025 116,759 8,136 4,153 553,414 － 553,414

セグメント間の内部

売上高又は振替高
419 224 35 － 7 686 △686 －

計 270,759 154,249 116,794 8,136 4,161 554,101 △686 553,414

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
11,951 10,892 △2,394 3,753 △50 24,152 － 24,152

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに該当しない、事業化を検討している新規事業等を含んでおります。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　第１四半期連結会計期間より、従来「エネルギー・情報通信カンパニー」に含めていた一部事業について、事業運

営をより効率的に行うことを目的に管理体制の見直しを行い、報告セグメントの区分を「その他」に変更しておりま

す。

　なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したものを開

示しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

１株当たり四半期純利益 67円41銭 14円55銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 19,230 4,150

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
19,230 4,150

普通株式の期中平均株式数（千株） 285,252 285,278

（注）１.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２.取締役等への株式報酬制度のために設定した株式交付信託にかかる信託口が保有する当社株式を、「１株当た

り四半期純利益」の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（前第３四半

期連結累計期間586千株、当第３四半期連結累計期間1,027千株）。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

　2018年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　（イ）配当金の総額………………………………………2,004百万円

　（ロ）１株当たりの金額…………………………………７円00銭

　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2018年12月４日

 （注）１．2018年９月30日現在の株主名簿に記載又は登録された株主に対し、支払を行います。

２．配当金の総額には、取締役等への株式報酬制度のために設定した株式交付信託にかかる信託口に対する

配当金６百万円が含まれております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年２月６日

株　式　会　社　フ　ジ　ク　ラ

取　締　役　会　御　中

 

ＰｗＣあらた有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岸　　　信　一　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 五　代　英　紀　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社フジク

ラの2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2018年10月１日から2018年12月

31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社フジクラ及び連結子会社の2018年12月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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